
 

 

 

 

金利スワップ取引清算業務における新規債務負担の棄却抑制効果の向上等に伴う 

「金利スワップ取引清算業務に関する業務方法書の取扱い」等の一部改正について 

 

 

Ⅰ．改正趣旨 

当社の金利スワップ取引清算業務において、新規債務負担の棄却抑制効果の向上及びそれに伴

う損失補償財源における当社負担分の拡充を行うため、「金利スワップ取引清算業務に関する業

務方法書の取扱い」等について、別紙のとおり所要の改正を行う。 

 

 

Ⅱ．改正概要 

１．債務負担時所要証拠金不足許容上限額の変更 

債務負担時所要証拠金不足許容上限額を２０億円に変更する。 

 

 

２．第一階層金利スワップ決済保証準備金の積立額の変更 

第一階層金利スワップ決済保証準備金について、金額及びその全

部又は一部が取り崩された場合に当社が取り崩された額と同額を

積み立てるときの累計額の上限金額を４０億円に変更する。 

 

（備  考） 

・ 金利スワップ取引清算業

務に関する業務方法書

の取扱い第２８条 

 

・ 金利スワップ取引清算

業務に関する清算参加

者の破綻処理に関する

規則第３条 

 

 

 

Ⅲ．施行日 

２０２５年７月１日から施行する。 

 

以   上



 

 

 

 

金利スワップ取引清算業務に関する業務方法書の取扱い等の一部改正新旧対照表 
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別紙 



 

1 

 

金利スワップ取引清算業務に関する業務方法書の取扱いの一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（債務負担に係る条件等） （債務負担に係る条件等） 

第２８条 （略） 

２～５ （略） 

６ 業務方法書第４９条第１項第２号ａに規定する

当社が定める上限額は、２０億円とする。 

７～１０ （略） 

 

 

付  則 

この改正規定は、令和７年７月１日から施行す

る。 

第２８条 （略） 

２～５ （略） 

６ 業務方法書第４９条第１項第２号ａに規定する

当社が定める上限額は、１０億円とする。 

７～１０ （略） 
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金利スワップ取引清算業務に関する清算参加者の破綻処理に関する規則の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（第一階層金利スワップ決済保証準備金の積立て

等） 

（第一階層金利スワップ決済保証準備金の積立て

等） 

第３条 当社は、第一階層金利スワップ決済保証準

備金として４０億円を積み立てる。 

２ 本業務方法書等の定めるところにより第一階層

金利スワップ決済保証準備金の全部又は一部が取

り崩された場合には、当社は、その都度、取り崩

された額と同額を第一階層金利スワップ決済保証

準備金として積み立てる。本項の規定に基づく積

立ての累計額は、４０億円を上限とする。 

 

 

付  則 

この改正規定は、令和７年７月１日から施行す

る。 

第３条 当社は、第一階層金利スワップ決済保証準

備金として２０億円を積み立てる。 

２ 本業務方法書等の定めるところにより第一階層

金利スワップ決済保証準備金の全部又は一部が取

り崩された場合には、当社は、その都度、取り崩

された額と同額を第一階層金利スワップ決済保証

準備金として積み立てる。本項の規定に基づく積

立ての累計額は、２０億円を上限とする。 

 

  

 

 

 


